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１．はじめに  

1995 年兵庫県南部地震では，地震直後の早期被害把握

ができず，初動体制に大きな支障をきたした．これを教訓とし

て，様々な早期被害推定システムが提案され，また改良が加

えられてきたが，いずれのシステムも依然として多くの課題を

抱えている．例えば，現在実用化されている一般的な被害推

定手法では，地震計を用いた地震動情報による被害推定が

行われているが，この手法では地震被害の推定は基本的に

一回しかできないため，本来動的な現象である災害を適切

に評価することは難しい．また，その一回きりの被害推定も，

地震動の空間補完や被害関数等の問題から，精度はあまり

高くない．一方，人工衛星や飛行機によるリモートセンシング

技術を応用した被害評価も，回帰周期や天候の影響を受け

るものや，分解能が十分でないものがあるなどの問題を有し

ている．  

筆者らはこれまでに，電力を用いて平常時から災害時，

さらには復旧・復興過程に至る地域特性を継続的かつリ

アルタイムに評価する手法を提案してきた．そして，時

刻単位の電力供給量の変動に着目すると，地震直後から

精度高い被害評価が可能となることを明らかにしている
１）．このような手法が可能となる背景には，保存が困難

で，供給と消費が同時であるという電力の性質がある．

電力供給量は地域の人々の様々な活動をリアルタイムに

反映する．災害時の人々の活動は災害状況の影響を強く

受けるので，発災後の電力供給量は被害状況を強く反映

したものとなり，結果的に電力供給量の変動から災害状

況が評価できる．しかしこれまではデータ入手等の問題

から兵庫県南部地震でしか検討をしてこなかった．そこ

で本研究では，兵庫県南部地震以降にわが国で起きた被

害地震のうち，電力会社の協力によりデータを入手でき

た，2000年 10月 6日鳥取県西部地震，2001年 3月 24日

芸予地震，2003 年 5 月 26 日三陸南地震について，本手

法を適用し，その有効性を検証する． 

なお本研究では，データ入手の問題から配電用変電所

エリアを評価エリアの単位としているが，現在，電力会

社が電力を常時モニタリングし，記録している最小単位

は，配電用変電所に設置されている２，３基の変圧器で

ある．さらにシステム上は，各変圧器に接続されている

７，８本の配電線ごとに電力供給量のモニタが可能であ

る（図１）ため，本研究で提案する手法は，システムとし

ては，配電用変電所エリアの1/15～1/25程度の面積を単

位として活用できるものである． 

２．電力による建物被害算出法  

住宅タイプ以外のオフィスや工場，店舗・飲食店といった

営業タイプ需要家の多いエリア（以下，営業タイプと言う）の

需要家について，地震直後に「建物が壊れて電力を全く使

えない」ことを『建物被害』，この状態にある需要家の割合を

『建物被害率』と定義する．図２において，平常時深夜の安

定部の電力需要量（ｄ）を，昼夜関係なく一日を通して利用す

る待機電力（たとえば，セキュリティーシステムや冷蔵庫など）

と仮定すると，地震後の深夜における安定部の電力需要落

込み量（ｃ）は，『建物被害』の需要家が，本来壊れていなけ

れば使用している待機電力である．そこで，「ｃ/ｄ＝建物被

害率」と定義する． 

図２ 建物被害率の算出（オフィスタイプの例） 
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３．各地域における被害推定結果の検討 

上記の定義に基づいて配電用変電所単位で算出した，鳥

取県西部地震直後の電力変動による推定建物被害率と当時

のＤＩＳ（旧国土庁による地震防災情報システム）による推定

被害率及び被害調査に基づく実際の被害率２），３）を地図上で

比較したものが図３である．当時のＤＩＳによる推定は，建物

倒壊数が約 8,000 棟だったが，実際は 434 棟であった．一方，

本手法による建物倒壊数は約 1,000 棟となり，精度が高いこ

とがわかった．図４は，被害調査による実際の全壊率と本手

法による建物被害率との関係をプロットしたものである．兵庫

県南部地震での被害評価と同程度の精度１）で，鳥取県西部

地震の被害推定ができていることがわかる． 

図５と図６は，それぞれ三陸南地震，芸予地震で震度６弱

を記録した地域と，その地域に電力を供給する配電用変電

所の地震前後の平日3日間の電力供給量の推移を示してい

る．地震前後で兵庫県南部地震時のような大きな落ち込み

がほとんどなく，電力による推定建物被害率を求めても，概

ね数％～10％の変動幅に収まっている．一方で，地震前後

で気温差が 5℃～10℃ある場合は，電力供給量が大きく変

動し，落ち込み量を正しく把握できない．この問題は，現在

筆者らが別途開発を進めている，平常時の時刻ごとの電力

需要を把握する年間モデル５）により解決をはかる． 

４．被害の小さい地震における本手法の特徴 

今回，検討した３つの被害地震は，比較的被害が小さいも

のであった．特に，配電エリアにおける全壊率が１％に満た

ない地域では，電力量の変動のみで被害率を直接的に議論

することは難しい．なぜなら，平常時においても，電力供給

量は数％の変動が見られるからである．今後，数％の被害率

を議論していくためには，電力需要モデルの作成，データ精

度の向上，被災シナリオの作成等が必要となってくる．また，

ＤＩＳをはじめとするワンアクションの被害推定システムと異な

り，本手法では仮に初期に被害を大きめに，あるいは小さめ

に見積もったとしても，随時電力情報が更新され，実際の被

害量に近付いていくフィードバック機能も有効活用できる． 

５．おわりに 

鳥取県西部地震，芸予地震，三陸南地震といった様々な

被害地震についても，電力供給量のデータから建物被害を

把握できることを検証した．今後は，地震直後２～３時間で，

より高精度に被害の全体像を掴めるようにする予定である． 
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図３ 鳥取県西部地震における被害推定の比較 

図４ 実被害との比較 2),3),4) 図６ 芸予地震における震度６弱の地域の電力推移 
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土木学会第59回年次学術講演会（平成16年9月）

-1618-

1-810


